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の

取
り
組
み
状
況
を
報
告
し
ま
す

取
り
組
み
状
況
を
報
告
し
ま
す

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

の

取
り
組
み
状
況
を
報
告
し
ま
す

常
陸
大
宮
市
行
政
改
革

常
陸
大
宮
市
行
政
改
革

常
陸
大
宮
市
行
政
改
革

常
陸
大
宮
市
行
政
改
革

常
陸
大
宮
市
行
政
改
革

　

市
で
は
、
平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年

１８

２２

度
の
５
年
間
を
推
進
期
間
と
し
た
「
常
陸

大
宮
市
行
政
改
革
大
綱
」
に
基
づ
い
た
改

革
の
取
り
組
み
を
行
い
、
一
定
の
成
果
を

上
げ
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
全
国
的
な
少
子
・
高
齢
化
の

進
展
、
更
に
は
「
基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移

譲
」
と
し
た
事
務
配
分
の
見
直
し
な
ど
、
社

会
情
勢
は
変
化
し
、そ
の
状
況
に
対
応
し
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
市
民
と
行
政

の
役
割
の
明
確
化
や
、
行
政
に
民
間
の
優

れ
た
視
点
や
発
想
を
取
り
入
れ
る
な
ど
、

市
民
満
足
度
が
向
上
す
る
よ
う
、
限
ら
れ

た
財
源
を
有
効
に
活
用
す
る
行
政
経
営
へ

の
転
換
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
平
成　
２３

年
度
か
ら
平
成　

年
度
の
５
年
間
を
推
進

２７

期
間
と
し
た
「
第
２
次
常
陸
大
宮
市
行
政

改
革
大
綱
」
を
策
定
し
、
引
き
続
き
行
政

改
革
の
取
り
組
み

を
推
進
し
て
い
ま

す
。

　

平
成　

年
度
に

２３

お
け
る
主
な
取
り

組
み
状
況
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。
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地
域
の
個
性
や
特
色
を
生
か
し

た
、
地
域
に
ふ
さ
わ
し
い
ま
ち
づ
く

り
を
推
進
す
る
た
め
、
そ
の
基
本
と

な
る
「
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
基
本
計

画
」
を
策
定
し
、
地
域
自
ら
が
責
任

を
持
っ
て
実
践
で
き
る
よ
う
地
域
の

実
情
に
合
っ
た
自
治
組
織
の
育
成
を

図
り
、
市
民
と
行
政
の
役
割
分
担
を

明
確
に
し
、
市
民
と
行
政
に
よ
る
協

働
の
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
ま
す
。
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○
自
治
組
織
の
育
成
を
図
る
た
め
、
平
成

　

年
７
月
に
区
長
会
情
報
交
換
会
を
平

２３成　

年　

月
に
区
長
会
役
員
会
と
市
執

２３

１０

行
部
で
行
政
懇
談
会
を
開
催
し
、
東
日

本
大
震
災
に
お
け
る
対
応
状
況
や
自
主

防
災
組
織
の
運
営
に
つ
い
て
、
地
域
の

実
情
や
課
題
等
に
つ
い
て
情
報
の
共
有

化
を
推
進
し
ま
し
た
。
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○
各
種
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て
は
、
市

民
の
意
向
を
把
握
・
分
析
し
、
政
策
に

反
映
さ
せ
る
た
め
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ

ン
ト
を
実
施
し
、
市
民
参
画
（
協
働
）

の
推
進
を
図
り
ま
し
た
。

　
﹇
計
画
名
称
﹈

　

・
常
陸
大
宮
市
総
合
計
画
後
期
基
本
計
画

　

・
常
陸
大
宮
市
第
５
期
介
護
保
険
計
画

　

・
常
陸
大
宮
市
障
害
者
福
祉
計
画

○
市
民
の
幅
広
い
意
見
を
市
政
に
取
り
入

れ
る
た
め
、
常
陸
大
宮
市
総
合
計
画
後

期
基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
り
、
総
合

計
画
審
議
会
の
委
員
を
公
募
に
よ
り
、

１
名
選
任
し
ま
し
た
。
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○
市
と
地
域
連
携
に
関
す
る
協
定
を
締
結

し
て
い
る
茨
城
大
学
の
知
的
財
産
を
積

極
的
に
活
用
し
、
市
民
・
大
学
・
行
政

が
連
携
・
協
働
し
な
が
ら
ま
ち
づ
く
り

の
推
進
を
図
り
ま
し
た
。　

　
﹇
内
容
﹈

・
市
民
大
学
講
座
の
開
催

・
常
陸
大
宮
市
ア
ク
シ
ョ
ン
ミ
ー
テ
ィ

ン
グ
の
開
催

・
常
陸
大
宮
市
ま
ち
づ
く
り
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
会
議
の
開
催

・
市
の
審
議
会
や
委
員
会
に
９
名
の
委

員
を
委
嘱

▲市民大学講座

▲行政懇談会
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地
方
分
権
時
代
を
迎
え
た
地
方
行

政
は
、
一
層
の
効
率
化
と
透
明
性
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
限
ら
れ
た
財

源
の
中
で
、
新
た
な
行
政
課
題
や
社

会
経
済
情
勢
の
変
化
に
積
極
的
に
対

応
し
、
最
少
の
経
費
で
最
大
の
効
果

を
上
げ
る
た
め
、
積
極
的
に
事
務
事

業
の
見
直
し
を
行
い
、
簡
素
で
効
率

的
な
行
政
経
営
を
推
進
し
ま
す
。
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○
事
務
事
業
の
見
直
し
に
よ
る
効
率
的
な

行
政
経
営
と
、
市
民
へ
の
説
明
責
任
を

果
た
す
た
め
、
行
政
評
価
を
実
施
し
ま

し
た
。

　
﹇
内
容
﹈

　
　

・
事
務
事
業
評
価
（
内
部
）　

事
業

６９

　
　

・
事
務
事
業
評
価
（
外
部
）　

事
業

２１

○
公
用
車
の
維
持
管
理
経
費
の
節
減
を
図

る
た
め
、
公
用
車
の
更
新
に
あ
た
っ
て

は
普
通
自
動
車
か
ら
軽
自
動
車
に
切
り

替
え
を
行
う
と
と
も
に
、
市
バ
ス
等
の

削
減
に
よ
り
、
公
用
車
の
適
正
配
置
を

図
り
ま
し
た
。

○
常
陸
大
宮
市
定
員
適
正
化
計
画
に
基
づ

き
、
計
画
的
に
職
員
を
削
減
す
る
こ
と

で
、
人
件
費
の
抑
制
及
び
定
員
適
正
化

を
推
進
し
ま
し
た
。（
平
成　

年
４
月

２２

１
日
５
５
９
人�
平
成　

年
４
月
１
日

２７

５
０
３
人
以
下
目
標
）
そ
の
結
果
、
平

成　

年
４
月
１
日
現
在
の
職
員
数
は
５

２４
３
０
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（人）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
500

550

600

650

平成18年度

631 629
604

585
559 550

530

▲

【
職
員
数
の
推
移
】

　

平
成　

年
４
月
１
日
現
在

２４
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○
平
成　

年
度
の
予
算
編
成
に
あ
た
り
、

２４

市
単
独
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
補
助
金

等
見
直
し
要
領
に
基
づ
き
審
査
を
行

い
、
経
常
的
補
助
金
の
節
減
を
図
り
ま

し
た
。
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○
平
成　

年
度
の
予
算
編
成
に
あ
た
り
、

２４

事
務
的
経
費
（
時
間
外
勤
務
手
当
、
消

耗
品
等
）
の
節
減
に
努
め
ま
し
た
。

○
常
陸
大
宮
市
地
球
温
暖
化
実
行
計
画
に

基
づ
き
、
市
役
所
の
事
務
事
業
実
施
時

に
お
け
る
環
境
対
策
及
び
省
エ
ネ
に
よ

る
経
費
節
減
に
努
め
、
事
務
事
業
活
動

に
伴
う
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
抑
制
に

取
り
組
み
ま
し
た
。

○
平
成　

年
度
か
ら
身
体
障
害
者
手
帳
の

２３

交
付
事
務
や
家
庭
用
品
品
質
表
示
法
に

基
づ
く
事
務
の
権
限
（
販
売
事
業
者
に

対
す
る
立
入
検
査
等
）
を
受
託
し
、
市

民
サ
ー
ビ
ス
の
利
便
性
の
向
上
を
推
進

し
ま
し
た
。

○
資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
行
政
サ
ー

ビ
ス
に
つ
い
て
、
事
業
別
行
政
コ
ス
ト

計
算
書
（　

事
業
）
を
作
成
し
、
コ
ス

１５

ト
意
識
の
醸
成
を
図
り
ま
し
た
。
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○
平
成　

年
４
月
か
ら
常
陸
大
宮
市
西
部

２３

総
合
公
園
及
び
社
会
体
育
施
設
に
指
定

管
理
者
制
度
を
導
入
し
、
管
理
運
営
コ

ス
ト
の
節
減
及
び
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向

上
を
図
り
ま
し
た
。

▲西部総合公園

▲震災被害により利用中止していた御前山トレー
ニングセンター。今年６月から利用再開
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○
※

い
ば
ら
き
デ
ジ
タ
ル
マ
ッ
プ
を
有
効

活
用
し
、
Ａ
Ｅ
Ｄ
設
置
場
所
の
情
報
登

録
を
行
い
、
情
報
の
デ
ジ
タ
ル
化
と
共

有
化
を
推
進
し
ま
し
た
。

※
い
ば
ら
き
デ
ジ
タ
ル
マ
ッ
プ

　

茨
城
県
と
県
内
市
町
村
が
共
同
で
整
備

を
進
め
て
き
た
茨
城
県
域
統
合
型
Ｇ
Ｉ

Ｓ
（
地
理
情
報
シ
ス
テ
ム
）
の
こ
と
。

い
ば
ら
き
デ
ジ
タ
ル
マ
ッ
プ
で
は
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
、
県
や
市
町

村
が
そ
れ
ぞ
れ
管
理
し
て
き
た
様
々
な

行
政
情
報
（
コ
ン
テ
ン
ツ
）
を
、
共
通

の
地
図
上
に
表
示
し
、
市
民
等
の
皆
さ

ん
に
提
供
す
る
も
の
で
す
。

い
ば
ら
き
デ
ジ
タ
ル
マ
ッ
プ
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

http
://g
is.asp

-ib
araki.jp

/jam
_

ib
araki/p

o
rtal/ind

ex.htm
l
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景
気
の
低
迷
、
地
方
分
権
の
進
展

を
適
切
に
判
断
し
、
将
来
に
わ
た
っ

て
安
定
し
た
行
政
経
営
を
行
え
る
よ

う
財
政
運
営
の
見
直
し
を
図
り
、
企

業
誘
致
の
推
進
と
市
税
等
の
自
主
財

源
の
確
保
に
全
力
で
取
り
組
み
ま
す
。

　

ま
た
、
公
債
費
が
多
額
に
上
り
、

公
債
指
標
は
高
い
水
準
を
示
し
て
い

ま
す
。
市
債
の
発
行
に
あ
た
っ
て

は
、
中
長
期
的
財
政
展
望
に
立
っ
た

財
政
収
支
見
通
し
を
作
成
し
、
市
債

の
発
行
を
抑
制
し
つ
つ
効
果
的
な
財

政
運
営
に
努
め
ま
す
。
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○
中
長
期
的
な
展
望
に
立
っ
た
財
政
の
経

営
健
全
化
を
推
進
す
る
た
め
、
平
成　
２４

年
度
を
初
年
度
と
す
る
常
陸
大
宮
市
財

政
計
画（
平
成　

年
度
〜
平
成　

年
度
）

２４

２８

を
策
定
し
、
計
画
に
基
づ
く
健
全
な
財

政
運
営
に
努
め
ま
す
。
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○
市
税
等
の
収
納
率
の
向
上
を
図
る
た

め
、
常
陸
太
田
県
税
事
務
所
と
の
合
同

滞
納
整
理
や
税
務
徴
収
課
職
員
に
よ
る

一
斉
滞
納
整
理
を
実
施
し
、
市
税
等
徴

収
率
の
向
上
を
図
り
ま
し
た
。
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○
遊
休
市
有
地
等
の
有
効
な
利
活
用
及
び

処
分
を
実
施
し
、
自
主
財
源
の
確
保
を

推
進
し
ま
し
た
。

○
地
域
経
済
の
活
性
化
と
自
主
財
源
の
確

保
を
推
進
す
る
た
め
、市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
や
広
報
紙
等
を
広
告
媒
体
と
し
た
、

有
料
広
告
の
掲
載
を
実
施
し
ま
し
た
。
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新
た
な
行
政
課
題
や
市
民
の
ニ
ー

ズ
に
対
応
し
た
施
策
や
事
業
が
展
開

で
き
る
よ
う
、
簡
素
で
効
率
的
な
組

織
を
基
本
に
、
市
民
に
分
か
り
や
す

く
、
機
能
的
な
組
織
体
制
づ
く
り
を

進
め
ま
す
。

　

ま
た
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
に
つ
な
が

る
権
限
受
託
を
積
極
的
に
行
い
、
質

の
高
い
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
行

政
経
営
を
推
進
す
る
た
め
、
市
民
の

視
点
に
立
っ
て
課
題
を
解
決
で
き
る

職
員
の
育
成
に
取
り
組
み
ま
す
。
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○
地
方
分
権
の
進
展
や
新
た
な
行
政
需
要

に
対
応
し
、
政
策
目
標
の
実
現
に
向
け

て
効
率
的
、
効
果
的
な
組
織
づ
く
り
を

推
進
す
る
た
め
、
組
織
機
構
の
見
直
し

を
行
い
ま
し
た
。

（
平
成　

年
）　

部　

課　

グ
ル
ー
プ

２３

１３

３７

８８

　
　
　
�

（
平
成　

年
）　

部　

課　

グ
ル
ー
プ

２４

１３

３８

８６

（
新
設
）
秘
書
広
聴
課
、
企
画
政
策
課
、

安
全
ま
ち
づ
く
り
推
進
課

（
統
合
）
ス
ポ
ー
ツ
振
興
課
を
生
涯
学
習

課
に
統
合

（
移
管
）
税
務
徴
収
課
を
総
務
部
に
移
管

（
廃
止
）
企
画
課

�
�
�
�
�
�
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○
茨
城
県
へ
の
実
務
研
修
生
の
派
遣
、
茨

城
県
自
治
研
修
所
が
行
う
特
別
研
修
や

階
層
別
研
修
へ
の
参
加
、
市
独
自
研
修

の
実
施
な
ど
、
職
員
の
人
材
育
成
と
政

策
形
成
能
力
や
創
造
的
能
力
等
の
向
上

を
図
り
ま
し
た
。
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行
政
経
営
の
公
正
の
確
保
と
透
明

性
の
向
上
を
図
る
た
め
、
行
政
手
続

制
度
を
適
正
に
運
用
す
る
と
と
も

に
、
行
政
情
報
の
積
極
的
な
提
供
、
監

査
機
能
の
充
実
・
強
化
を
図
り
ま
す
。
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○
情
報
公
開
制
度
の
開
示
状
況
等
に
つ
い

て
、
広
報
紙
に
掲
載
し
、
情
報
公
開
制

度
の
普
及
啓
発
と
情
報
公
開
条
例
の
適

正
な
運
用
に
努
め
ま
し
た
。

　
﹇
開
示
状
況
﹈

　

・
市
長
部
局　
　
　
　

件
１３

　

・
教
育
委
員
会　
　

１
件

○
市
が
主
催
ま
た
は
共
催
す
る
イ
ベ
ン
ト

や
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
原
子
力
発

電
所
の
事
故
を
受
け
て
、
放
射
線
測
定

結
果
な
ど
の
情
報
を
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
や
広
報
常
陸
大
宮
お
知
ら
せ
版
に
掲

載
し
、
迅
速
に
市
民
に
広
く
情
報
発
信

を
行
い
ま
し
た
。

▲広報常陸大宮お知らせ版　毎月１０日と２５日に発行
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○
市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
特
別
講
座
に
参
加

し
、
監
査
に
関
す
る
高
度
か
つ
広
範
な

知
識
の
習
得
や
機
能
等
の
習
得
を
図
り

ま
し
た
。

○
市
が
出
資
す
る
財
団
法
人
等
の
財
政
援

助
団
体
等
監
査
を
実
施
し
、
財
団
法
人

等
が
適
正
に
運
営
で
き
る
よ
う
に
指

導
・
改
善
等
を
行
い
ま
し
た
。

　

全
国
的
な
少
子
高
齢
化
の
進
展
、
地
方

分
権
の
推
進
な
ど
、
社
会
情
勢
は
大
き
く

変
化
し
て
い
ま
す
。
今
後
も
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
継
続
的
か
つ
効
率
的
に
行
い
、
市
民

と
行
政
の
役
割
を
明
確
に
し
な
が
ら
、
行

政
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
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説　　明効果額取り組み事項

市バス等の売却額及び車両更新に伴う効果額２２，６２４公用車の適正配置

人件費の削減額１５６，６４９人件費の抑制

市単独補助金の縮減額１４，６８１市補助金の見直し

時間外勤務手当、消耗品等の節減額５，０７０事務的経費の節減

省エネ対策への取り組みによる効果額５８，３６８省エネ対策の推進

税務徴収課職員等による収納額８５，６５４収納対策の強化

遊休地等の売却額９，０００遊休財産の処分

有料広告掲載料２９７有料広告の実施

３５２，３４３計

単位：千円


